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はじめに
　1990年代は，オープン・ネットワーク政策の下，電気通信事業における規制
緩和と競争の導入が，急激に進んだ年代であったといえる。だが，そのネット
ワークが有する特徴（ローカル・ループの自然独占的な性質）から，当然のこ
とながら，競争の促進は大きな壁，すなわちボトルネック独占の壁に突き当
たった。相互接続料金をめぐる問題が，競争を進めるうえでの，規制の一大課
題となったのである。
　数年前から，E　U，米国が長期増分費用方式（LRIC）．を相互接続料金算定
のための基本原理に定めたこともあり，現在，日本を含め（一昨年この方式の
採用を決定），多くの国が（インフラとオペレーションの）会計分離，トップ
ダウン方式ないしボトム・アップ方式のアプローチなどを用いて，長期平均増
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分費用を算定しつつある。
　だが，この作業は必ずしも円滑には進んでいない。米国のいくつかの有力な
州はF　C　C（連邦通信委員会）が地域電話事業の分野に介入するのを認めてい
ないし，E　Uの指令も少数の国を除きいまだ実施されていない。
　ここでは，先進国で唯一，LRIC方式をかなり透明なかたちで実施した英国
の規制改革に即して最終財が非規制になるケースにおける相互接続料金を検討
する。実際，英国のオフテル（電気通信庁）は，2002年を目標に最終財の価格
規制（プライスキャップ規制）を縮小・廃止する方向を明確に打ち出しており，
それは今後英国以外の国の規制改革にも影響を与える可能性がある。したがっ
て，最終財非規制のケースの分析は重要である。
　第一節では，オフテルのLRIC方式に理論的な基礎を提供したといわれる
アームストロング＝ドイル＝ヴィッカーズのいわゆるADVモデルを簡単に紹
介し，第二節では，そのヴァリエーションー最終財が非規制になるケースーを
検討し，第三節では，競争により最終財の製品差別化がなされる場合の相互接
続料金の問題を検討する。
1．ボトルネック独占型モデルにおける相互接続料金
一いわゆるADMモデルの紹介
　相互接続料金（アクセス・チャージとも呼ばれている）に関しては，現在，
LRICと並びECPR（効率的中間財価格設定ルール）が一部の国，米国のいく
つかの州でかなり有力な規制原理となっている。
　LR1Cは，接続料金を，キャリァが接続サービスという追加事業を行うのに
かかる費用の増分で決定するという考え方に立脚している。これは，下隈価格
（回避可能費用）に近いが，接続設備・技術に関する固定費用を含んでいる。
ただし，増分費用は「歴史的な費用（historica1cost）」ではなく，「予見的な
費用（forward　looking　cost）」をべ一スとすることになっており，キヤリアは
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自己の接続設備等への投資額，またその減価償却額に関わらず，その時点で最
も効率的な接続設備・技術を利用する場合の費用でその増分費用を算定するよ
う，要求されることになる。
　これに対し，ECPRは，ボーモルらによって鉄道の線路使用料に即して開発
された相互接続料金論であり，アクセス財の供給費用に，それを提供する場合
失われる機会費用を追加して相互接続料金を決定するという考え方に立脚して
いる。したがって，その基本公式は，
ECPR＝（キャリアによる）アクセス財供給の限界費用十機会費用
　ただし，機会費用＝最終財価格一（中聞財の限界費用十最終財の限界費用）
で表現できる。LRICがネットワーク（ローカル・ループ）を賃借する利用者
のサイドに立っているのに対し，ECPRとはそれを賃貸する所有者のサイドに
立っているといってよい。キャリアは，概して，機会費用の分だけ，LRICよ
り高い接続料金を期待できる。ECPRは，参入の過不足を調整する方式として
評価できる。すなわち，それは，相互接続料金が低すぎるために生じる非効率
な事業者の過剰参入を排除し，また相互接続料金が高すぎるために生じる効率
的な事業者の参入への慶曙いを解消するのである。
　英国のオフテルは，接続設備に効率的なエンジニアリング・モデルを設け，
ボトムアップ（加算）方式とトップダウン（削除）方式でLRICにアプローチ
した。相互接続サービスを3つのカテゴリー（足回りcal1termimtion，ネッ
トワーク1サービスmtwork　ser▽ice，その他の接続サービスother　services）
に分け，それぞれの増分費用を算定した。ただし，前2者の増分費用には，
キャリア（BT）の側に欠損が発生する可能性を考慮し，一律のマークアップが
かげられることになった⑪その結果，相互接続料金は，以前の完全配賦主義を
べ一スにした相互接続料金に比べ，約10％の低下にとどまった。ただ，マーク
ァップ導入の見返りとして，将来の相互接続料金の一段の値下げを促すべく，
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各バスケットに「R　P　I－8％」のプライスキャップを設定した。
　こうしたマークアップ方式を採用したオフテルのLRIC規制の理論的背景を
なしたのが，相互接続料金に関するいわゆるADVモデルである。その特徴は，
LRICの概念をECPRに包括し，ECPRとラムゼイ・アプローチの総合化を目
指したところにある。
　彼らは，ラフォン：ティロールの相互接続料金へのラムゼイ・アプローチを，
固定費回収の問題を考慮に入れたときの，最適アクセス・チャージの理論と見
なしている（オフテルのマーク・アップに対応）。ラフォン＝ティロールのモ
デルでは，最終財価格が規制されている場合の最適なアクセス・チャージは，
相互接続料金（α）＝平均増分費用（≡b）十ラムゼイ条件（超弾力性）
で表現される。だが，ラムゼイ・アプローチは，コスト・べ一スのECPRと
は異なり，膨大な量の需給情報，（交差）弾力値に関する情報を必要とする。
とはいえ，この問題は，ラフォン＝ティロールがいうように，アクセス財とい
う中間投入財にもキャップをかけ（オフテルの「R　P　I－8％」に対応），
キャリアに価格設定の裁量権を全面的に委ねれば，かなりの程度解決は可能で
ある。事業者は，規制当局と異なり，かなり正確な需給ないし弾力値に関する
情報を有していると考えられるからである。だが，ボトルネック独占の下では，
キャリアは相互接続料金に関して略奪的な価格を設定する誘因を有する。そう
した競争制隈的な行動を防ぐために，規制当局は，クーα≧oの制約を設ける必
要がある。この制約は，相互接続料金（α）は，キャリアの最終財価格⑭）と最終
財生産に要する限界費用（c）との差（ダc）を超えてはならないということを
意味している。
　これに対し，ECPRは，キャリアのみがアクセス財を供給するようなケース
では，機会費用をマージン・ルールで表現することができる。したがって，最
終財が一財（＝音声電話サービス）で，かつキャリアの最終財価格が規制され
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る場合（非対称規制），とくに（ア）完全に同質の財，（イ）固定的な技術係数
（中間財1対最終財1），（ウ）バイパスの不在といった厳しい条件下では，相
互接続料金は，
α＝b＋ひ一（b＋6）〕　【ただし，6：最終財の限界費用。】
で表現される。また，これらの条件が緩和された場合には，
　　　α＝わ十∫〔クー（5＋ρ）〕　【ここで，s＝一Qρ／q声（ただし，Qはキャリアの
サービス需要量，4は参入者のサービス需要量，下付き文字はそれぞれの価格
による一階微分を示す）であり，肌の変化に伴うキャリアの最終販売量の変化・
をそれがライバルヘの中間財販売量にもたらす変化で除した置換比率
（displaceme皿t　ratio）である。】
となる。通常，アクセス財の価格変化は，（価格の変化を通して）参入者の需
要量のほうにより大きな影響を与えるので，s＜1どなり，アクセス・チャー
ジは低下する。
　この二つのモデル，すなわちボーモルらのECPRとラフォン≡ティロール
のラムゼイ・モデルを総合する方向で相互接続料金を規定するのが望ましいと
いうのがデADVモデルの着眼点であり，またこζにそのモデルが，キャリア
にも（新方式導入前の固定費回収と機会費用の確保を主張していた），オフテ
ルにも（LRICの現実化の基礎を探っていた）受け入れられた理由がある。L先
の条件の緩和に加え，固定費の回収が間題になる場合にば；
α＝叶曲一（あ十む）〕十ラムゼイ条件
となるというのが，ADVモデルの結論であるω。
　こうして，ADVモデルは，ECPRとラムゼイ条件を加味したデザインを提
示し，マークアップ方式でのLR且Cの導入に一定の理論的基礎を与乏たのであ
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2．最終財・非規制ケースの相互接続料金
　ところが，オフテルは現在，2002年には，最終財の価格規制（プライス
キャップ）を縮小・廃止する方向を打ち出している。これは，アームストロン
グらが最終財が非規制になるケースに関するモデルを構築する契機となった。
そうした状況でもADVモデルは通用するのか，またそうしたケースは相互接
続料金のあり方になんらかの政策インプリケーションを与えることになるのか。
以下，アームストロングとビッカーズのこの間題に関するモデル分析を紹介・
検討する。
　まず，ローカル・ループを支配する既存キャリアI（例えば，BT）とそれ
を利用する多数の新規参入者E（例えば，長距離電話事業者）から成る電気通
信市場を想定しよう（図1）。モデルを簡単にするため，参入者Eを一人と仮
定し，いま市場にはIとEの2者しかいない状況を想定しよう。もちろん，ア
クセス財（昔中問財）は既存キャリアIが一方的に供給するため，参入者Eは
呼の接続，足回りを既存キャリアに依存しなければならない。
　次に，以下のような一連の仮定を置こう。一（1）Iは最終財口，中間アクセ
ス財2を供給する。その時のそれぞれの限界費用を0、，αとし，生産量にた
いし不変であるとする。また固定費はFである。（2）Eはsユニットのアク
セス財を得て，sユニットの最終財を提興する。その時Eに1ま，σ（∫）の費用が
かかり，c（0）＝0であり，∫＞Oならば，〆＞0である。（3）・IとEの最終財
は同質であるため，価格は均一価格でPである。（4）アクセス価格はaであ
る。（5）消費者余剰を。（P）で表現する。したがって，壷終財の需要関数は，
x（功巨＿〃’（p）となる。
　最初に，純粋独占の状態を想定しよう。すると，Eは存在しないので，8＝0
であり，Iの利潤は，
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　　　〃（月：Px（P）一αx（功一F
となるので，その利潤最大化価格は，一階条件の解，
　　　∬’（P）：X＋（P－G）X’＝0　　　　　　　　　　（1）
で求めることができる。
　ついで，元の競争的なケースに戻ろう。Eが最終財を供給する場合，最終財
価格とアクセス財価格の差としての単位当たりのマージンは，榊＝P一αとな
る。Eの利潤は，このマージンから，最終財の生産に要する費用cを控除した
ものにほかならないので，仮定に従い，アクセス財Sで最終財Sを供給する場
合に，Eが利潤の最大化を図れば，
　　　π（m）＝m・・；榊一・（∫）
となる。ここでは，利潤最大化の供給量は，当然，
　　　〆（伽）＝s（伽）
となる。なお，産業の条件は，EがIを市場から駆逐したり，その市場を完全
に掌握するなどといったことは通常起こりえないので，X（月＞∫（刎）＞0と仮
定する。
　すると，Iの利潤は，先の純粋独占のケースからEの参入分を控除して，
　　　∬（P，榊）＝Px（P）一㈱（榊）一G（x（P）一∫（倣））一α5（榊）一F
で表現できる。
　ここで総厚生を，ウェイトづけされない消牽者余剰と利潤の総計とすれば，
　　　W（P、伽）r（P）十π（功十∬（肋）
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となる。したがって，Iの収支均衡制約（∬≧0）の下で，Wを最大化するよう
な，アクセス財価格αの選択が問題となる。Pは規制されていないので，I
は，旭を所与とすれば，利潤を最大化するような1・を選択する。そうした選
択のための一階の条件は，
必十刀；＝（X－s）十（P－G）X’一〔伽一（q－G）〕∫’＝0 （2）
である。なお，ここで下付き文字は偏微分である。この二階の条件については，
必。＜0が成立すると仮定する。限界費用は一定と仮定されているので，
瓜＝0である。上の等式（2）は，Iの最適価格ク（α）を暗にαの関数として
定義している。とりわけ，（2）式の全微分は，
〆（α）＝瓜”／（瓜。十み）＝1／（1＋仏／11；”）
　　＝1／11＋［一2X’一（1〕一C1）X1／［2∫’十〔〃一（C1－C2）∫つ1　　（3）
となる（2）。したがって，二階の条件として，瓜冊く0が与えられれば，
O＜〆（α）＜1
となる。すなわち，クはαの上昇とともに増加することになる。だが，マージ
ン榊は，先の式（刎＝1〕一α）から明らかのように，αの上昇とともに減少する
ことになる。
　当然のことながら，競争は，キャリアIの最終財価格を低下させる方向で働
く。αが非規制の独占レベルのαよりも低ければ，ク（σ）〈1〕（純粋独占の小売
価格）となろう。
　さて，ここで（2）式が与えられたときの，総厚生Wを最大化するωの選
択に関し，考察しよう。Iの収支均衡条件を無視すると，最適アクセスチャー
ジ6は，総厚生の式の一階の条件
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（4）
から求めることができる。これは上述の諸仮定に基づき正である。（4）式と
（2）式から，
（クーC1）／ク＝μ／η（1一〆）〉0 （5）
　【ここで，μはIの市場シェアーであり，μ＝（X一∫）／Xである。ηは需要の
弾力性であり，η：一脳1／xであ乱また，クと〆はδで評価されたそれであ
る。】
の式を求めることができる。また，（4）式と（5）式を変形して書き換える
と，
（6－02）（1一〆）
　＝（クーα）［1一（8’一X’）／3’・〆］ （一6）
を得る。（1一〆）と（クーα）は正なので，（卜Q）は［1－5’一X’）／5’・〆1と同じ符号
を持つことがわかる。
　ここで，もし需要関数X（P）とEの供給関数∫（伽）が線形ならば，その二階
の条件兄∫”はゼロとなるので，（3）式から，
〆＝8’／（∫L〆）
を得，（6）式は，6＝Gを帰結する。
　ゆえに，次の命題が導かれる。
　命題1：収支均衡制約がかからず，需要関数，ブイバルの供給関数が線形な
らば，アクセス財は隈界費用で設定される。
　ところが，一般的には，キャリアには収支均衡制約が働くし，需要・供給関
数が線形であるともかぎらない。この場合には，（卜G）の符号は慶味となる。
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符号は，供給関数と需要関数の二階の条件（∫てXつの符号に左右されるのであ
る。
　実は，このモデルには，二つの問題が隠されている。一つは，〃が所与と
されると，それに対し最終財価格Pが，独占により，あまりに高く設定され
てしまうことである。これにより，過少消費と配分非効率が発生しよう。もう
一つは，Pが所与とされると，それに対しマージン〃があまりに大きく設定
されてしまうことである。これにより，ライバルの最終財に関する市場シェ
アーは高まり，非効率なライバルまで参入するので，生産の非効率が発生する
ことになりかねない。すなわち，配分効率と生産効率という二つの目標は，ア
クセス財価格という単一の手段によっては，両方同時に達成されない。した
がって，両者の最適なトレードオフの達成が重要になるのである。
　αが上昇すれば，伽が一定であるかぎり，1〕も上昇し，過少消費をもたらす
ることになるであろう。だが，ここで伽が縮小すれば，αの上昇は，非効率
のライバルの供給を抑制することになる。もし，マージン榊が，αの変化に
たいし不変ならば，すなわち〆＝1ならば3〕，ライバルの供給はαによって影
響を受けず，ゆえにαは，配分効率を達成するような水準で，だが生産非効
率が発生しかねない水準で設定されよう。そこでは，最終財の価格は限界費用
に一致するはずである（ク＝G）。しかし，（3）式から〆＜1なので，ライバル
の供給は，αが上昇するにつれ，抑制されよう。それゆえ，ヵ＞Gが最適とい
うことになるのである。
　マージン伽が（α一Cl）と等しくなるようにαを設定すれば，伽が減少し，
非効率なライバルの供給が抑制されるため（α＝P一榊），ライバルの供給は効率
的になるが，高いαは他面で配分効率を犠牲にする可能性がある。したがっ
て，榊＝q－Gの達成を一面的に追求できない。ある程度生産非効率を受け
入れるほうが最適ということになるのである（伽＞α一Q）。
　もし，規制の対象がアクセス・チャージαではなく，マージン伽であると
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すれば，どうであろうか。この問いは，ECPRがマージン規制のルールと解釈
できるため，かなり興味を引く問題である。シンプルなモデルで表現すると，
ECPRは，伽＝0rαに等しい。キャリアIは，純粋独占ならば，（1）式に
よって与えられる最終財価格（戸）を選択しよう。それは刎からは独立してい
る。刎は配分効率に影響を与えないので，刎が（α一α）と等しくなるよう設
定されれば，生産効率が達成されよう。それゆえ，たとえ最終財価格が非規制
（この場合，独占価格）であっても，ECPRのマージン・ルールが成立するの
である。
　命題2：最適なマージン規制は，ECPRのマージンを課す。
　それでは，アクセス・チャージαの規制とマージン倣の規制のどちらが優
れているのか。重要な差異は，αが規制される場合には，キャリアIは，最終
財価格Pを引き下げるインセンテイプを持つというところにある。なぜなら，
1〕が上昇するとライバルの供給5も増加するからである。これに対し，〃が
規制される場合には，∫は1〕の変化に違動して変化することはない。
　アクセス・チャージが規制されている下で，αがδ＝戸一（G－G→伽）で設定
されている状態を想定しよう。これは，最適マージン規制（ECPR）が意味す
るところのアクセス・チャージである（δは，最適に規制されたアクセス・
チャージ6（≡α）より大きいが，完全に非規制のケースにおける利潤最大化
をもたらすアクセス・チャージよりも小さい）。キャリアIは，ここでP＝
ク（δ）＜戸を選択するであろう。厚生は，Pの滅少関数なので，α昌竈の場合に
は，αを規制するときのほうが，伽を規制するときに比べ，．厚生はより大きく
なる。さらに，（4）式は，最適アクセス価格規制を伴うマージン秘が，ECPR
のそれよりも（X1）ム’・〆（〉0）分だけ大きいことを意味している。それゆえ，
　命題3：厚生をとってみても，参入者の利潤をとってみても，最適アクセス
規制でのそれのほうが，最適マージン規制でのそれよりも大きい。
　こうした命題から得られる政策インプリケイションは何か。まず築一に，最
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終財の価格規制を廃止し，その価格設定を自由化しても，アクセス財の限界費
用価格設定はかなり厳しい条件の下に置かれており，いわば理想的な状態の下
でしか成立しないということである。ここでは，既存キャリアが損失を被る可
能性があるわけだが，こうした事態を既存キャリアが容易に認めるとは思えな
い。既存キャリアは，ユニバーサル・サービスの維持やネットワークのメイン
テナンスを理由に何らかの規制を求めることになろう。また，需要関数や参入
者の供給関数が線形であるとは限らず，その点でも伽＞G－Gは避けられな
いように思える。
　第二に，これが決定的に重要な論点になるのであるが，このモデルは，マー
ジン規制よりも，アクセス財の価格規制のほうが，経済厚生の点では優れてい
ることを明示しているということである。このことは相互接続料金は，ECPR
をべ一スにするよりも，ストレイトにLRICで規制するほうが優れていること
を含意している。
3．製品差別化と相互接続料金
　それでは，IとEの最終財の品質が差別化されるケースはどうか。この場合，
各参入者の最終財がそれぞれ差別化されるケースも考えられるが，モデルが複
雑になるので，ここでは，参入者を一括し，彼らの最終財は同一だが，既存
キャリアのそれに対しては質の異なる財を提供するというケースを想定しよう。
　まず，参入者の供給関数は規模に対し収穫一走であると仮定しよう。した
がって，アクセス財をIから得て，最終財を供給するのに要する費用は
c（s）＝。で，一定である。ゆえに，参入者の差別化された最終財の価格τは，γ
＝α十cを満たさなければならない。
　ここで，Iの最終財価格を1・とし，消費者余剰をτ（1・，づとしよう。すると，
キャリアIとライバル・グループの最終財への需要関数は，それぞれ
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　　　x（P，づ＝一・巾（P，づかつ
　　　カ（1〕，づ＝一”，（1〕，づ
となる。企業Iの利潤は，
　　　亙（P，α）＝PX（1〕，ω十c）十ω（1〕，α十6）’C1X（1〕，α十‘）
　　　　　　　一Qκ（1），α十む）一F
となる。ここで，ライバル・グループをなす参入企業は相互問の競争の結果，
利潤がゼロとなると仮定すれば、総厚生は，消費者余剰とキャリアIの利潤の
総和として，
　　　所（P，α）＝〃（P，α十c）十亙（P，α）
で表現できる。αが所与のときのIの最適価格φ（α）は，
　　　払＝X＋（力（α）一C1）ん十（α一α）κ、＝0　　　　　　　　（7）
によって与えられよう。ク（α）がαの増加関数であるための十分条件は，企業
Iが価格を企業戦略に組み込むことである。卯⑫（α），α）を最大化するようなα
の選択は，
　　　、二G＋σ（ク（α）一α）一（〃一、畑〃、　　　　　　（8）
を満たすことになる。ここで，芦〃㌻は，上述したADVモデルにおける
置換比率であり，アクセス・チャージが微小に変化したときの，Iの最終財の
売上高を，Iのライバルヘのアクセス財の売上高の変化で除したものである。
　ADVモデルは，σ（P－G）を，ECPRでいう適正な機会費用と見なしていた。
ECPRは，Pが固定されている場合には，α：Q＋σ（P－G）を意味しているか
らである。それゆえ，（8）式は，Pが規制されないときの，EC服と解釈す
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ることができる。すなわち，1〕のαに対する感応度を反映して，ECPRによる
中問財（＝アクセス財）価格の設定公式が，右辺第3項の分だけ下方に修正さ
れているのである。
　（7）式，（8）式，および兄＝伽という事実から，
（α一C2）（1一δ、φノdα）＝σ．（ク（α）一q）［1＋X｝／X；・助／dα］
が得られる。
　この右辺の最後の角カッコの項は，符号が暖味である。需要関数が線形であ
る場含には，この項はゼロになり14〕，命題1で見たように，アクセス財は限界
費用で最適に価格設定されることになる。この結果は，需要関数が線形の場合
には規制緩和はアクセス財の最適価格設定に影響を与えないというラフォン＝
ティロールのモデル分析の緒果と一致する。ただし，ADVモデルでは最適な
価格設定はたんに限界費用価格設定を意味するにすぎないが，ラフォン…テイ
ロールのモデルでは，キャリアIの損失は公的資金（補助金）で埋め合わされ
ることになっており，それを調達するための社会的コスト（税徴収の歪みによ
る）を組み入れたものになっている。
　キャリアIの市場支配力を相殺するために，最終財の規制緩和によってアク
セス財価格を引き下げること（すなわち，PをC1に近づける），それは確かに
望ましいといえよう。だが，規制緩和がライバルの価格γをも引き下げ，異
なる2財間の消費者選択を歪めるかぎりでは，それは望ましくない。アクセス
財が低下することで，非効率な事業者が過剰に参入すると，生産効率が下がる
おそれがあるからである。
　需葵関数が線形ならば，この二つの効果は消去されることになる。だが，現
実にはそれはレアー・ケースでしかない。したがって，キャリアIがアクセス
財を独占供給する状態では，たとえ最終財が差別化された状況でも，相変わら
ず，生産効率と配分効率のトレード・オフの調整が必要であり，それが規制当
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おわりに
　このADVモデルは，全体として，（1）規制緩和が望ましいものの，アク
セス・チャージには規制が必要であること，（2）最終財の価格規制が廃止さ
れた状態にあっても，そのことに変わりはないこと，（3）ただし，非規制の
状態では，ECPRでマージンを規制するよりもアクセス財の価格を直接規制す
るほうが厚生は大きいこと，（4）需要関数が線形といった厳しい条件が成立
する場合を除き，アクセス・チャージの最適水準はほぼECPRとラムゼイ・
アプローチの総合で示されること，（5）製品差別化がなされる場合にも，そ
れに変わりはないこと，（6）生産効率と配分効率のトレード・オフの調整が
アクセス・チャージ規制の一大焦点であること等，を明らかにしたといってよ
い。
　このモデルには，多くの単純化のための仮定が設けられており，汎用性の点
で問題は残るが，その政策インブリケーションは，ほぼ妥当のものといってよ
いであろう。このモデルは，多くのバリエーションを生み出すであろうが（例
えば，総厚生での消費者余剰と利潤のウェイトづけ等），LRlCの純粋理論の
立場からすれば，固定費回収の間題や機会費用の容認等，相当の修正を施して
いるといってよい。したがって，これ以外にもLRICに向けた新たなかつ優れ
たモデルが考案される余地はあろう。
　だが他面で，ADVモデルが実用性を有しているのも事実であり，その点で
はLRIC方式の導入に契機を与えた先駆的なモデルとして評価されるべきであ
る。要は，実際のアクセス・チャージの水準であり，英国がトップ・レベルの
低価格水準を逢成している事実を踏まえれば（図1），ベスト・プラクテイス
の原則一各国は国際的に優れた規制慣行を採用すべき，という一からいっても，
議論はこれをLR1Cの一方式として認め，その変則僅を云々する方向には進ま
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図1　1997年／ユ998年のピーク時の相互接続料金
　　　イスフドフデオスイペオギペライィンラウタル1　　　リ　イ　ン　ツ　ξ　マ　ン　f　リ・ギ　子　　　スンス　　ン■ダデi1リ　　　　 　　　　　　　ド 　ク　　　　　ン　　　　　　　　　ア
　　　　　　　　　　　　　　ECU（3分1劃迦砥をぺ一スとした、1分当たりの科金一〕　　　　　　　　　　　　　　loo
ないであろう。
　実際にも，ADVモデルをめぐる議論は，そうした方向には向かっていない。
電気通信の技術および市場環境は，ここ1，2年で激変し，このモデル自身も
すでに有効性を失いつつあるからである。すなわち，ローカル・ループ独占の
時代は終わり，宥線系（キャリアの市内電話網）対有線系（参入者の市内電話
網，CATV電話），有線系対無線系（携帯・移動電話）のかたちで，ネット
ワーク間の競争が発生し，激化しつつあるのである。問題の焦点は，複数ネッ
トワークが競合する段階でのアクセス・チャージの規制問題に移ったといって
よい。
　そこでも，やはり相互接続料金の規制は必要なのか。もし必要であるとすれ
ば，どのような規制方式一LRICか，それ以外の方式か一が望ましいのか。問
題が複数ネットワーク競合次元のアクセス問題に転移していることを前提に，
新たなモデルを考案しなければならないわけだが，これについては機会を改め
検討することにする。
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注ω　山本哲三「相互接続料金をめぐる最近の動向」公益事業学会第50巻第1号，1999年3月を参照。
　12）等式（2）は暗にキャリアIの最遠価格をaの関数として定義している。したがって，∫（P，”）
　　＝必（P，P一皿）十皿（P，P一囮）とおこう。すると、
　　　　ア（P、皿）＝（X一∫）十（P－C1）X’一〔肌一（C！一C≡）〕3’＝0
　　　なので，ここからP（o）を求めることができる。関数∫（P，囮）を，それぞれPと皿で微分すると，
　　　　五1X’一必’＝0
　　　　五＝一P’（蜆）X’一閉’・’＝O
　　　となる。Lたがって，ここから，
　　　　五＝一戸（o）・五
　　　　　■（螂）＝一五〃
　　　を得ることができる。
　　　　ところが，同時に，
　　　　介＝ム十〃片・舳〆P一刮）十〃〃十瓜、・d〃（P一匝）＝〃十瓜．
　　　　五三〃～・〃〃抄十ム・d〃o（P－o）十〃“・6〃伽十孤，・d〃囮（P1）＝一凪．
　　　である。それゆえ，
　　　　P’（螂）＝P…＾／（P卯十P－J
　　　となる。
　13〕伽＝P一蜆なので，P一蜆十伽となる。閉が日の変化に無関係なので，
d舳／dα三0
となるoところが，
dP／伽＝1＋d舳／伽
　　なので，”〃ゲ1となる。
14）利潤最大化の条件式（7）を，W（P，例）に代入すると，
　　　W（P、蜆）㍉（P（血）、沮十f）十π（P（皿），刮）が求まり，この式を最大にする岨を求
　　めるために，d㎜droとなる日を見つける。すると，螂F－xψ＝一エなので，これは，
　　　　dWld蜆＝P’（P兄十皿伽一◎ん一C…伽）十PX＋伽叫一qX；一C；卑iO
　　となる鉋ところが，（7〕式より，
　　　　X＋（P－Q）XP＋（肥一Cオ伽三0
　　なので，
　　　　4w〃担＝一P’x＋（戸一G）x＋（rG）み自o
　　となり，これを整理すると，
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　　　血＝α十（P－C1）X，／（一ム）一〔X1（一ム）〕P’
が得られる。
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